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連鎖基準方式による消費者物価指数の検討＊ 

 

市橋寛久† 長谷川昌士‡ 

 

 

 

 

【要旨】 

 

物価水準を判断するための主要な指標の一つである消費者物価指数（ＣＰＩ）は、指数

算式に固定基準ラスパイレス指数が採用されており、基準年から離れるに従って上方バイ

アスが生じる傾向が確認されている。他方、固定基準方式による消費者物価指数（固定Ｃ

ＰＩ）の上方バイアスを解消し得る指数として、総務省統計局が参考指数として公表して

いる「連鎖基準方式による消費者物価指数」（連鎖ＣＰＩ）がある。本論では、足下の物価

動向の適切な把握という観点から、固定ＣＰＩと連鎖ＣＰＩについて、主としてバイアス

の側面から比較検討を行った。 

本論での検討の結果、①連鎖ＣＰＩには、価格指数が上昇と下落を繰り返した場合など

に固定ＣＰＩよりも上方に乖離（ドリフト）する性質があるものの、そのようなドリフト

は部分的に見られるにとどまること、②耐久消費財の価格指数の低下が続く現在の状況下

では、固定ＣＰＩの上方バイアスが大きく、全体としては常に連鎖ＣＰＩは固定ＣＰＩの

バイアスを解消する方向に位置していること、が確認された。 

このことから、耐久消費財の価格指数の低下が続く現下の状況では、足下の物価の動向

をより適切に捉えるため、主系列である固定ＣＰＩに加えて、参考指数として公表されて

いる連鎖ＣＰＩを重視していくことが適当と考えられる。 

 

                             
＊ 本稿の作成に当たり、杉原茂内閣府官房審議官（経済財政分析担当）、堤雅彦内閣府政策

統括官（経済財政分析担当）付参事官（総括担当）付参事官補佐から適切な指導と有益な

指摘をいただいた。ここに記して感謝したい。なお、あり得べき誤りはすべて著者の責任

である。 
† 内閣府政策統括官（経済財政分析担当）付参事官（総括担当）付政策企画専門職 
‡ 内閣府政策統括官（経済財政分析担当）付参事官（総括担当）付政策調査員 
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１．はじめに 

 

1-1 本論の課題 

消費者物価指数（以下「ＣＰＩ」）が 2009 年中ごろから基調として緩やかな下落傾向を

示すとともに、ＧＤＰギャップが大幅なマイナス圏内で推移するなど、日本経済は緩やか

なデフレ状況が続いており、足下の物価の動向を適切に把握することが引き続き求められ

ている。 

他方、物価水準を判断するための主要な指標の一つであるＣＰＩについては、2010 年基

準への改定に伴い、「生鮮食品を除く総合」（いわゆる「コア」）の前年同月比が 2011 年１

月から６月の平均で▲0.6%ポイントの下方改定になるなど、基準年から離れるに従って上

方バイアスが生じる傾向が確認されており、その傾向は基準改定のたびに拡大している1。

このような中、ＣＰＩの作成・公表を行っている総務省統計局では、主系列である「固定

基準方式によるＣＰＩ」（以下「固定ＣＰＩ」）の他に、参考指数として「連鎖基準方式に

よるＣＰＩ」（以下「連鎖ＣＰＩ」）の月次データを平成 19 年から公表している。固定ＣＰ

Ｉではウェイトと価格指数の基準が基準年に固定されるのに対して、連鎖ＣＰＩではそれ

らが毎年更新され、「消費構造の変化に迅速に対応することができる」（総務省統計局

(2011-2)）指数とされている。このため、連鎖ＣＰＩでは、固定ＣＰＩに見られる上方バ

イアスが解消され、足下の物価の動向をより適切に把握できるものと期待される。 

そこで本論では、公表系列として利用可能な固定ＣＰＩと連鎖ＣＰＩについて、それぞ

れの指数算式を確認するとともに、主としてバイアスの側面について両指数を比較検討し、

足下の物価動向の適切な把握という観点から考察する。 

 

1-2 本論の構成 

本論の構成は以下のとおりである。 

第２節では、現行の固定ＣＰＩで採用されている固定基準ラスパイレス指数（以下「固

定ラス指数」）についてバイアス発生のメカニズムを確認し、2010 年基準への基準改定の際

に見られた固定ＣＰＩのバイアスを検証する。 

第３節では、ウェイトと価格指数の基準の更新によりバイアスの解消が期待される連鎖

基準ラスパイレス指数（以下「連鎖ラス指数」）について、指数算式を確認するとともに、

総務省統計局が参考指数として公表している連鎖ＣＰＩを紹介する。その後、連鎖ラス指

数の問題点として指摘されている「加法整合性の非成立」と「上方ドリフト」について検

討する。 

続く第４節では、前節で論じた連鎖ラス指数の上方ドリフトについて、実際のＣＰＩデ

ータを用いて検証する。 

最後に第５節では、以上の議論を踏まえ、固定ＣＰＩと連鎖ＣＰＩのバイアスについて、

足下の物価動向の把握という観点から総括する。  

                             
1 過去の基準改定における前年同月比の改定幅は、1990 年基準への改定で 0.0％ポイント、

1995 年基準への改定で▲0.1％ポイント、2000 年基準への改定で▲0.2％ポイント、2005 年

基準への改定で▲0.4％ポイントとなっている（総務省統計局(2011-1)）。 



3 

 

２．固定基準方式による消費者物価指数のバイアス2 

本節では、まず、2-1 において、固定ラス指数の上方バイアスの発生メカニズムを確認す

る。その上で、2-2 において、昨年８月に実施された 2010 年基準への基準改定を取り上げ、

固定ＣＰＩの上方バイアスを検証する。 

 

2-1 バイアス発生のメカニズム 

固定ラス指数による物価指数は、①基準時点に対する比較時点の価格の変化を、②基準

時点の数量をウェイトとして加重算術平均することにより、指数化したものである。ｔ期

における品目ｉの価格を݌௧
௜、消費量をݍ௧

௜で表し、ｓ期を基準としたｔ期の固定ラス指数を

 。௦௧で表すと、０期を基準としたｔ期の固定ラス指数は以下により表されるܫ

 

଴ܫ
௧ ൌ

∑ ௧݌
௜ݍ଴

௜௡
௜ୀଵ

∑ ଴݌
௜ ଴ݍ

௜௡
௜ୀଵ

 

 

また、上式は、ｔ期における品目ｉに対する支出額をݓ௧
௜൫ൌ ௧݌

௜ ൈ ௧ݍ
௜൯で表し、全ての品目

に対する支出額の合計を ௧ܹ൫ൌ ∑ ௧ݓ
௜௡

௜ୀଵ ൯で表すと、支出額をウェイトとした加重算術平

均として表される。 

 

଴ܫ
௧ ൌ

∑ ቆ
௧݌
௜

଴݌
௜ ቇ

௡
௜ୀଵ ଴ݓ

௜

଴ܹ
 

 

固定ＣＰＩは、式 2-1 に基づき、①当年当月の価格を基準時点の年平均価格で除した価

格指数3を、②基準時点の年平均支出額をウェイトとして加重算術平均することにより、算

出される。ｙ年ｍ月における品目ｉの価格を݌௬,௠௜ で、ｙ年における品目ｉの年平均価格を

௬݌
పതതതで表し、ｙ年における品目ｉに対する年平均支出額をݓ௬௜で、年平均支出額の全品目

の合計を ௬ܹで表すと、０年を基準としたｙ年ｍ月における固定ＣＰＩは、以下により表

される。 

 

଴ܫܲܥ
௬,௠ ൌ

∑ ቆ
௬,௠௜݌

଴݌
పതതത ቇ

௡
௜ୀଵ ଴ݓ

௜

଴ܹ
 

 

固定ＣＰＩは、指数算式に用いられる固定ラス指数の性質上、基準年から離れるに従っ

                             
2 本論では、固定ＣＰＩのバイアスについて、連鎖ＣＰＩとの比較の観点から、指数算式に

固定ラス指数を用いることに起因する部分に絞って論じる。ＣＰＩの計測誤差については、

白塚(1998)において価格調査や品質調整の方法などを含めて包括的に論じられている。 
3 物価指数を構成する個々の品目について、当期の価格を基準時の価格で除したもの（݌௧

௜ ଴݌
௜⁄ ）

を特に「価格指数」という。 

（式 2-2） 

（式 2-1） 
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て上方バイアスが生じることが広く指摘されている。実際、「生鮮食品を除く総合」（コア）

について、2005 年基準の固定ＣＰＩと 2010 年基準の固定ＣＰＩで比較すると、前者では基

準年から６年が経った 2011 年時点で相当程度の上方バイアスが生じていたことがわかる

（図１(1)）。また、内閣府で算出している「生鮮食品、石油製品その他特殊要因を除く総

合」（いわゆる「コアコア」）4についても、同様の上方バイアスが確認できる（図１(1)）。 

このような固定ラス指数の上方バイアスは、以下のとおり「ウェイト要因」と「価格指

数要因」によって生じる5。 

固定ラス指数の前期比変化率を求めると、下式により表すことができる。ただし、 ௧ܲ
௜は

０期を基準としたｔ期における品目ｉの価格指数（݌௧
௜ ଴݌

௜⁄ ）を表す。 

 

଴ܫ
௧ െ ଴ܫ

௧ିଵ

଴ܫ
௧ିଵ ൌ

∑ ௧ܲ
௜ݓ଴

௜௡
௜ୀଵ െ ∑ ௧ܲିଵ

௜ ଴ݓ
௜௡

௜ୀଵ

଴ܫ
௧ିଵ

଴ܹ
ൌ ෍

൫ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ൯

଴ܫ
௧ିଵ ∙

଴ݓ
௜

଴ܹ

௡

௜ୀଵ

 

 

 式 2-3 より、以下の２点がわかる。 

まず、固定ラス指数の前期比変化率においては、各品目の価格指数の前期から今期にか

けての変化（ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ）が、各品目の基準時ウェイト（ݓ଴
௜

଴ܹ⁄ ）で評価されることがわか

る。しかし、各品目に対する家計の支出額は年々変化しており、基準時に固定されたウェ

イトݓ଴
௜は次第に実態から乖離する。このため、固定ラス指数では、①家計支出に占める割

合が基準時に比べて高まっている品目の価格変化が過小に評価され、②家計支出に占める

割合が基準時に比べて低下している品目の価格変化が過大に評価されることとなり、基準

時から離れるに従って指数が実態を適切に反映しなくなる。特に携帯電話機など、家計の

支出に占める割合が年々高まると同時に、技術進歩が速いため価格指数の低下も速い品目6

では、その価格指数の低下が過小に評価され、固定ＣＰＩに上方バイアスをもたらしてい

る（2-2 において後述）。このような、ウェイトが基準時に固定されることに起因するバイ

アスを「ウェイト要因」によるバイアスと呼ぶことにする。 

また、式 2-3 より、固定ラス指数の前期比変化率においては、各品目の価格指数の前期か

ら今期にかけての変化（ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ）が、総合指数（ܫ଴
௧ିଵ）を基準（分母）として評価され

                             
4「生鮮食品、石油製品その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、コアから、特殊要因と

して、石油製品、電気代、都市ガス代、米類、切り花、鶏卵、固定電話通信料、診療代、

介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。 
5固定ラス指数のバイアスを、①ウェイトによる要因と、②価格指数による要因に分けて説

明しているものとしては、日本銀行調査統計局(2002)などがある。 
6 ＣＰＩの目的は、個々の品目の価格変動から物価水準を測定することにあり、調査サンプ

ルの品質を一定に保つことが求められる。しかし実際には、技術進歩により市場に出回る

財の品質が向上するなど、同一品質のサンプルを調査し続けることは難しい。そこで、Ｃ

ＰＩの価格指数の算出にあたっては、品質上昇による価格上昇分を相殺し、品質を一定に

保つ調整（品質調整）が行われている。このため、ＣＰＩでは、品質の上昇は価格指数の

低下として表れ、技術進歩が速い品目では価格指数の低下も速くなる。品質調整の具体的

な方法については、総務省統計局(2011-2)を参照。 

（式 2-3） 
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ることがわかる。このため、固定ラス指数では、①価格指数の水準が総合指数に対して高い

品目（ ௧ܲିଵ
௜ ൐ ௧ିଵܫ

଴ な品目）では価格指数の変化が相対的に大きく評価され、②価格指数の水

準が総合指数に対して低い品目（ ௧ܲିଵ
௜ ൏ ௧ିଵܫ

଴ な品目）では価格指数の変化が相対的に小さく

評価されることとなる7。①は価格指数の上昇が続く品目の価格変化が過大に評価されること

を意味し、②は価格指数の下落が続く品目の価格変化が過小に評価されることを意味し、と

もに上方バイアスをもたらす。特に、近年、テレビをはじめとした耐久消費財の価格指数は

低下が続いており、固定ラス指数に上方バイアスをもたらしている（2-2 において後述）。こ

のような、価格指数の水準に起因するバイアスを「価格指数要因」によるバイアスと呼ぶこ

とにする。 

 以上より、固定ＣＰＩに採用されている固定ラス指数には、「ウェイト要因」と「価格指

数要因」により上方バイアスが生じる傾向があると整理することができる。 

 

2-2 2010 年基準改定における消費者物価指数のバイアス 

現行の固定ＣＰＩでは、基準年が５年に一度改定され、ウェイトの更新と価格指数の 100

へのリセットが行われる。これにより、ウェイトは直近の家計支出を反映したものとなり

ウェイト要因によるバイアスは解消される。また、価格指数はすべて 100 にリセットされ

て総合指数に対して同水準となり、価格指数要因によるバイアスも解消される。そこで以

下では、2011 年８月に行われた 2005 年基準から 2010 年基準への改定を取り上げ、両ＣＰ

Ｉを比較することにより、2005 年基準ＣＰＩに生じていたバイアスを検証する。 

図１(2)に、2005 年基準と 2010 年基準のコア及びコアコアの前年同月比の比較を示す。

2005 年基準コアは、2010 年基準コアに対して 0.6%ポイント（2011 年１月～６月の平均）

の上方バイアスが生じており、同時期のコアコアについても、前年同月比で 0.7%ポイント

の上方バイアスが生じていたことがわかる。 

この点をより詳しく見るため、これらのバイアスを「ウェイト要因」と「価格指数要因」

に分けて検証した。具体的には、品目ごとに、(Ａ)2005 年基準コアの前年同月比寄与度、

(Ｂ)2010 年基準コアの前年同月比寄与度、(Ｃ)2005 年ウェイトを用いた 2010 年基準コア

の前年同月比寄与度、の３系列を用い、「ウェイト要因＝(Ｃ)－(Ｂ)」、「価格指数要因＝(Ａ)

－(Ｃ)」と定義して求めた（表１）。また、コアコアについても同様の方法によりウェイト

要因と価格指数要因を求めた。 

まず、コア及びコアコアの分析結果を表２(1)に示す8。2005 年基準では、コア及びコア

コアの両方で、ウェイト要因及び価格指数要因により上方バイアスが生じており、また、

ウェイト要因よりも価格指数要因によるバイアスの方がやや大きいことが確認できる。 

なお、2011 年 1 月～３月については、コアでは価格指数要因が大きなプラスを示し、そ

れを相殺するようにウェイト要因がマイナスとなっているのに対し、同時期のコアコアで

はこのような動きは見られない。これは、2010 年４月から実施された高校授業料無償化の

影響が、コアの前年同月比には含まれる一方、高校授業料を特殊要因として除いているコ

                             
7 注 15 の数値例参照。 
8 価格指数からコアを積算しているため、前年同月比の値は公表値と異なる場合がある。 
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アコアには含まれないためである9。 

次に、表２(2)に各月の品目ごとの対コア寄与度の分析結果を示す。これより、2005 年基

準コアにおける上方バイアスの主要因は、テレビ、ビデオレコーダー10、パソコン、電気冷

蔵庫といった耐久消費財であったことがわかる。このうち、テレビ以外の品目については、

ウェイト要因よりも価格指数要因が大きい。2005 年基準の各価格指数の水準を 2011 年６月

時点で見ると、ビデオレコーダーで 18.9、パソコン（ノート型）で 9.9、電気冷蔵庫で 38.2

といずれも大きく低下しており、価格指数要因による上方バイアスが大きかったことを裏

付けている。他方、テレビについては、価格指数要因も非常に大きいものの、それ以上に

ウェイト要因が大きい。これは、ウェイトが 2005 年基準の 37 から 2010 年基準で 97 に上

昇したため、2010 年基準において価格指数の低下が大きく評価されたことによる。もっと

も、この点については、2010 年はエコポイント制度による需要の押し上げや地上デジタル

放送への移行に備えた買い替えの影響によりテレビのウェイトが例年より高くなっている

ことから11、2010 年基準の下落は過大に評価されている可能性がある12。 

また、価格指数の低下が過小に評価された耐久消費財とは逆に、たばこでは、価格指数

の上昇が過大に評価されるという上方バイアスが生じていたことがわかる。すなわち、2005

年基準のたばこの価格指数の水準は、2011 年 6 月時点で 152.1 と高かったため、指数の上

昇が他の品目よりも相対的に大きく評価され、価格指数要因による上方バイアスをもたら

していたことがわかる。 

その他の特徴的な結果としては、携帯電話機においてウェイト要因による上方バイアス

が見られる13。これは、携帯電話機のように、家計支出に占めるウェイトが高まると同時に

価格指数の低下が進む品目では、基準時に固定されたウェイトが実態を適切に反映しなく

なることを表している。 

                             
9公立高校授業料の価格指数は、2005 年基準で 2010 年３月：104.2→４月：1.6 と 102.6 低

下したのに対して、2010 年基準では 2010 年３月：382.2→４月：5.9 と 376.3 低下した。

これは、2010 年基準では 2010 年の年平均が 100 になるように各月の価格指数が調整された

結果、無償化前の１月～３月の指数が非常に大きくなったことによる。このため、総合指

数に対する価格指数の低下は 2005 年基準より 2010 年基準で大きくなり、2005 年基準で価

格指数要因による上方バイアスが生じていると計測された。また、高校授業料に対する家

計の支出額も低下したため、ウェイトは 2005 年基準から 2010 年基準への改定で 38→７と

低下した。このため、2010 年基準よりも 2005 年基準で価格指数の低下が大きく評価され、

その結果、2005 年基準でウェイト要因による下方バイアスが生じていると計測された。 
10 2005 年基準における名称は「ＤＶＤレコーダー」。 
11 『家計調査』（総務省）における二人以上世帯のテレビへの年平均支出額を見ると、2005

年 11,502 円、2006 年 13,864 円、2007 年 14,806 円、2008 年 16,546 円、2009 年 21,862 円、

2010 年 30,168 円、2011 年 12,985 円と、2010 年をピークに急落している。 
12 2010 年基準の固定ＣＰＩでは、ウェイトが 2010 年時点に固定されるため、今後もテレビ

の下落は大きく評価され続けることに留意が必要である。 
13 携帯電話機については、2010 年基準への改定の際に価格指数のモデル式(※)が変更され

ている。ここで行った分析では、モデル式変更の影響を個別に抽出していないため、その

影響については別途考慮する必要がある。 

(※)モデル式とは、料金体系が多様で購入条件によって価格が異なる品目について、モデルケー

スなどに基づき指数を算出するための計算式。詳細は総務省統計局(2011-2)を参照。 
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以上をまとめると、2005 年基準固定ＣＰＩの上方バイアスについて、①コア・コアコア

で見ると、ウェイト要因・価格指数要因ともに上方バイアスをもたらす方向に作用してい

る、②品目ごとに見ると、テレビ、パソコン、電気冷蔵庫等の耐久消費財において特に上

方バイアスが大きい、③（テレビのウェイト要因が過大であることを加味すれば）ウェイ

ト要因よりも価格指数要因による上方バイアスの方が全体的に大きい、ことが確認された。 

 

３．連鎖基準方式による消費者物価指数の算式と性質 

前節では、ウェイト要因と価格指数要因により固定ＣＰＩに上方バイアスが生じている

ことを確認した。本節では、固定ＣＰＩの上方バイアスを解消し得る指数として、ウェイ

トと価格指数の基準が毎年更新される連鎖ＣＰＩを取り上げる。 

まず、3-1 で連鎖ラス指数の指数算式を紹介し、固定ラス指数のバイアスを解消し得る指

数となっていることを確認する。次に、3-2 で、連鎖ラス指数を用いた連鎖ＣＰＩの指数算

式を紹介する。その上で、3-3 と 3-4 で、連鎖ラス指数の課題としてしばしば指摘される加

法整合性の非成立と指数のドリフトについてそれぞれ論じる。 

 

3-1 連鎖基準ラスパイレス指数の指数算式 

連鎖ラス指数による物価指数は、隣接二時点間の固定ラス指数を基準時点から比較時点ま

で順に掛け合わせて求められる14。すなわち、連鎖ラス指数は、①当期の価格を前期の価格で

除した価格指数を求め、②当該価格指数を前期のウェイトで加重算術平均した固定ラス指数

（これを特に「連環指数」という。）を求め、③この連環指数を基準時点から比較時点まで順

に掛け合わせることで、算出される。０期を基準としたｔ期の連鎖ラス指数ܫ଴̅
௧は、以下に

より表される。 

 

଴̅ܫ
௧ ൌ ଴ܫ

ଵ ൈ ଵܫ
ଶ ൈ ⋯ൈ ௧ିଶܫ

௧ିଵ ൈ ௧ିଵܫ
௧ ൌ

∑ ଵ݌
௜ݍ଴

௜௡
௜ୀଵ

∑ ଴݌
௜ ଴ݍ

௜௡
௜ୀଵ

ൈ
∑ ଶ݌

௜ ଵݍ
௜௡

௜ୀଵ

∑ ଵ݌
௜ݍଵ

௜௡
௜ୀଵ

ൈ ⋯ൈ
∑ ௧ିଵ݌

௜ ௧ିଶݍ
௜௡

௜ୀଵ

∑ ௧ିଶ݌
௜ ௧ିଶݍ

௜௡
௜ୀଵ

ൈ
∑ ௧݌

௜ݍ௧ିଵ
௜௡

௜ୀଵ

∑ ௧ିଵ݌
௜ ௧ିଵݍ

௜௡
௜ୀଵ

 

					ൌ

∑ ቆ
ଵ݌
௜

଴݌
௜ ቇ

௡
௜ୀଵ ଴ݓ

௜

଴ܹ
ൈ

∑ ቆ
ଶ݌
௜

ଵ݌
௜ ቇ

௡
௜ୀଵ ଵݓ

௜

ଵܹ
ൈ ⋯ൈ

∑ ቆ
௧ିଵ݌
௜

௧ିଶ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ௧ିଶݓ
௜

௧ܹିଶ
ൈ

∑ ቆ
௧݌
௜

௧ିଵ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ௧ିଵݓ
௜

௧ܹିଵ
 

 ※ 各ܫ଴
ଵ、ܫଵ

ଶ、…ܫ௧ିଶ
௧ିଵ、ܫ௧ିଵ

௧ を「連環指数」という。 

 

 固定ラス指数では、比較時点の価格が常に基準時点の価格と比較され、常に基準時点の

ウェイトを用いて加重されるのに対して（式 2-1 参照）、連鎖ラス指数では、比較時点の価

格は前期の価格と比較され、前期のウェイトを用いて加重される（式 3-1）。このように、

連鎖ラス指数は、ウェイトと価格指数の基準が毎期更新され、固定ラス指数よりも足下の

動きを反映しやすく、固定ラス指数のバイアスを解消し得る指数となっている。 

 ここで、連鎖ラス指数の前期比変化率を求めると、以下により表すことができる。 

                             
14 正確に言えば、「連鎖基準方式」とは「指数算式のつなぎ方」であって指数算式そのもの

ではない。従って、パーシェ指数やフィッシャー指数を連鎖基準方式でつないだ「連鎖パ

ーシェ指数」や「連鎖フィッシャー指数」などもある。 

（式 3-1） 
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0ܫ̅
ݐ െ 0ܫ̅

െ1ݐ

0ܫ̅
െ1ݐ ൌ

0ܫ
1 ൈ 1ܫ

2 ൈ ⋯ൈ െ2ݐܫ
െ1ݐ ൈ െ1ݐܫ

ݐ െ 0ܫ
1 ൈ 1ܫ

2 ൈ ⋯ൈ െ2ݐܫ
െ1ݐ

0ܫ
1 ൈ 1ܫ

2 ൈ ⋯ൈ െ2ݐܫ
െ1ݐ ൌ െ1ݐܫ

ݐ െ 1 ൌ෍
௧݌
௜

௧ିଵ݌
௜ ∙

െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

݊

݅ൌ1

െ෍
െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

݊

݅ൌ1

 

																	ൌ ෍
൫݌௧

௜ െ ௧ିଵ݌
௜ ൯

௧ିଵ݌
௜ ∙

െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

݊

݅ൌ1

ൌ෍
൫ ௧ܲ

௜ െ ௧ܲିଵ
௜ ൯

௧ܲିଵ
௜ ∙

െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

݊

݅ൌ1

 

    

式 2-3 と式 3-2 を比較すると、以下の２点がわかる。 

まず、固定ラス指数では各品目の価格指数の変化（ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ）が基準時点のウェイト

଴ݓ）
௜

଴ܹ⁄ ）により評価されたのに対して、連鎖ラス指数では前期のウェイト（ݓ௧ିଵ
௜

௧ܹିଵ⁄ ）

により評価される。このため、連鎖ラス指数では、各価格指数の変化が直近のウェイトで

評価され、固定ラス指数に見られたウェイト要因によるバイアスを解消し得る。 

また、固定ラス指数では各品目の価格指数の変化（ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ）が前期の総合指数（ܫ଴
௧ିଵ）

を基準（分母）として評価されたのに対して、連鎖ラス指数では前期の当該価格指数（ ௧ܲିଵ
௜ ）

を基準（分母）として評価される。このため、連鎖ラス指数では、各価格指数の変化が

当該価格指数の水準に依存することなく均等に評価され、固定ラス指数に見られた価格

指数要因によるバイアスを解消し得る15。 

このように、ウェイトと価格指数の基準が毎期更新される連鎖ラス指数は、ウェイト要

因と価格指数要因による固定ラス指数のバイアスを解消し得る指数となっている。従って、

連鎖ラス指数を用いた連鎖ＣＰＩでは、足下の物価の動向をより適切に把握できるものと

期待される。 

 

3-2 連鎖基準方式による消費者物価指数の指数算式 

ＣＰＩの作成・公表を行っている総務省統計局は、平成 19 年より参考指数として連鎖ラ

ス指数を用いた連鎖ＣＰＩを月次で中分類まで公表している16。 

厳密な意味での連鎖ラス指数を月次で作成するには、ウェイトと価格指数の基準を毎月

更新する必要がある。しかしながら、連鎖ＣＰＩでは、ウェイトには前年の年平均支出額、

価格指数の基準には前年 12 月の価格を用いており、それぞれの更新は年に一度行われる。

このため、連鎖ＣＰＩは、月次の指数ではあるものの、指数算式上はむしろ毎年 12 月を境

目とした暦年単位の連鎖ラス指数に近い構造となっている。具体的には、連鎖ＣＰＩは、

①当年当月の価格を前年 12 月の価格で除した価格指数を求め、②当該価格指数を前年の年

平均ウェイトで加重算術平均した連環指数を求め、③前年までの各 12 月の連環指数を順に

                             
15 例えば、前期の総合指数が 100 の時、指数を構成するある財Ａの価格指数が 200 から 160

に、財Ｂの価格指数が 50 から 40 に低下したとする。この時、連鎖ラス指数では、総合指

数における財Ａ・Ｂの変化は、それぞれ(160－200)/200＝-20％、(40－50)/50＝-20％と、

各価格指数の水準に依存することなく等しく-20％と評価される。他方、固定ラス指数では、

総合指数における財Ａ・Ｂの変化は、それぞれ(160－200)/100＝-40％、(40－50)/100＝

-10％と、価格指数の水準が高い財Ａの変化が大きく評価され、価格指数の水準が低い財Ｂ

の変化が小さく評価される。 
16 2010 年基準の連鎖ＣＰＩは、2012 年 3 月 30 日から公表が開始される。 

（式 3-2） 
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掛け合わせたものに当年当月の連環指数を掛けることによって、算出される17。ｙ年ｍ月の

連環指数をܫ௬ିଵ
௬,௠

で表し、ｓ年を基準としたｙ年ｍ月の連鎖ＣＰＩをܫܲܥതതതതത
௦
௬,௠

で表すと、０

年を基準としたｙ年ｍ月の連鎖ＣＰＩは以下により表される。 

 

௬ିଵܫ
௬,௠ ൌ

∑ ቆ
௬,௠௜݌

௬ିଵ,ଵଶ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ௬ିଵݓ
௜

௬ܹିଵ
 

 

തതതതതܫܲܥ
଴
௬,௠ ൌ ଴ܫ

ଵ,ଵଶ ൈ ଵܫ
ଶ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଶܫ

௬ିଵ,ଵଶ ൈ ௬ିଵܫ
௬,௠

 

ൌ

∑ ቆ
ଵ,ଵଶ݌
௜

଴,ଵଶ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ଴ݓ
௜

଴ܹ
ൈ

∑ ቆ
ଶ,ଵଶ݌
௜

ଵ,ଵଶ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ଵݓ
௜

ଵܹ
ൈ ⋯ൈ

∑ ቆ
௬ିଵ,ଵଶ݌
௜

௬ିଶ,ଵଶ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ௬ିଶݓ
௜

௬ܹିଶ
ൈ

∑ ቆ
௬,௠௜݌

௬ିଵ,ଵଶ݌
௜ ቇ௡

௜ୀଵ ௬ିଵݓ
௜

௬ܹିଵ
 

 

なお、実際の連鎖ＣＰＩの算出には、価格データ݌௬,௠௜ ではなく、０年の年平均価格を

基準とした価格指数 ௬ܲ,௠
௜ ൌ ௬,௠௜݌ ଴݌

పതതതൗ が用いられる。 

 

തതതതതܫܲܥ
଴
௬,௠ ൌ

∑ ቆ
ܲ1,12
݅

ܲ0,12
݅ ቇ݊

݅ൌ1 0ݓ
݅

ܹ0
ൈ

∑ ቆ
ܲ2,12
݅

ܲ1,12
݅ ቇ݊

݅ൌ1 1ݓ
݅

ܹ1
ൈ ⋯ൈ

∑ ቆ
െ1,12ݕܲ
݅

െ2,12ݕܲ
݅ ቇ݊

݅ൌ1 െ2ݕݓ
݅

െ2ݕܹ
ൈ

∑ ቆ
݉,ݕܲ
݅

െ1,12ݕܲ
݅ ቇ݊

݅ൌ1 െ1ݕݓ
݅

െ1ݕܹ
 

 

3-3 加法整合性の非成立と寄与度分解 

3-1 では、連鎖ラス指数は固定ラス指数のバイアスを解消し得る指数となっていることを

確認した。他方、連鎖ラス指数には、①加法整合性の非成立、②指数のドリフトといった

問題点が指摘されている。以下では、これらの点について順に見ていく。 

固定ラス指数は、単純な加重算術平均によって求められるため、下位分類指数と上位分

類指数の間で加法整合性が成立する。他方、連鎖ラス指数は、連環指数を順に掛け合わせ

て求められるため、指数算式に掛け算のプロセスが入り、下位分類指数と上位分類指数の

間で加法整合性が成立しない。このため、連鎖ラス指数では、下位分類指数（例えば中分

類指数）を加重平均により統合しても上位分類指数（例えば総合指数）に一致しない。ま

た、同様に、上位分類指数から下位分類指数への寄与度分解もできない（ただし、前期比

変化率については寄与度分解ができる（後述）。）。 

このうち、下位分類指数から上位分類指数への統合については、下位分類指数の各系列

を前期の指数で除して個々の連環指数に分解し、連環指数段階で統合したうえで掛け合わ

せることにより、上位分類指数を得ることができる（詳細は参考参照）。 

また、上位分類指数から下位分類指数への寄与度分解については、前期比変化率では掛

け合わされた連環指数が全て割り算で相殺されるため、寄与度分解ができる（式 3-2 参照）。 

                             
17 ここで紹介した連鎖ＣＰＩの算出方法は 2010 年基準に基づく。2005 年基準の連鎖ＣＰＩ

では、価格指数の基準に前年の年平均価格が用いられ、連環指数には年平均連環指数が用

いられており、2010 年基準とは算出方法が異なる（詳細は総務省統計局(2006)参照。）。 
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総務省統計局が公表している連鎖ＣＰＩは、月次の指数ではあるものの、指数の構造と

しては毎年 12 月を境目とした暦年単位の連鎖ラス指数に近く、指数算式上の「前期」は、

「前月」よりもむしろ「前年」にあたる。このため、連鎖ＣＰＩでは、以下の方法により

「前年同月比」の寄与度分解を行うことができる18、19。 

 

തതതതതܫܲܥ
଴
௬,௠ െ തതതതതܫܲܥ

଴
௬ିଵ,௠

തതതതതܫܲܥ
଴
௬ିଵ,௠ ൌ

଴ܫ
ଵ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଷܫ

௬ିଶ,ଵଶ ൈ ௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ ൈ ௬ିଵܫ

௬,௠ െ ଴ܫ
ଵ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଷܫ

௬ିଶ,ଵଶ ൈ ௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠

଴ܫ
ଵ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଷܫ

௬ିଶ,ଵଶ ൈ ௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠  

ൌ
௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ ൈ ௬ିଵܫ

௬,௠ െ ௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠ ൌ

௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ ൈ ௬ିଵܫ

௬,௠ െ ௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠ ൅ ௬ିଶܫ

௬ିଵ,ଵଶ െ ௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠  

ൌ
௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ൫ܫ௬ିଵ

௬,௠ െ 1൯ ൅ ൫ܫ௬ିଶ
௬ିଵ,ଵଶ െ ௬ିଶܫ

௬ିଵ,௠൯

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠  

ൌ

ە
ۖ
۔

ۖ
∑ۓ ቆ

݉,ݕܲ
݅

െ1,12ݕܲ
݅ ቇ݊

݅ൌ1 െ1ݕݓ
݅

െ1ݕܹ
െ 1

ۙ
ۖ
ۘ

ۖ
ۗ
௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠

൅

ە
ۖ
۔

ۖ
∑ۓ ቆ

െ1,12ݕܲ
݅

െ2,12ݕܲ
݅ ቇ݊

݅ൌ1 െ2ݕݓ
݅

െ2ݕܹ
െ

∑ ቆ
݉,െ1ݕܲ
݅

െ2,12ݕܲ
݅ ቇ݊

݅ൌ1 െ2ݕݓ
݅

െ2ݕܹ

ۙ
ۖ
ۘ

ۖ
ۗ

1

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠ 

ൌ ൝෍ቆ
݉,ݕܲ
݅ െ െ1,12ݕܲ

݅

െ1,12ݕܲ
݅ ቇ

݊

݅ൌ1

െ1ݕݓ
݅

െ1ݕܹ
ൡ
௬ିଶܫ
௬ିଵ,ଵଶ

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠ ൅ ൝෍ቆ

െ1,12ݕܲ
݅ െ ݉,െ1ݕܲ

݅

െ2,12ݕܲ
݅ ቇ

݊

݅ൌ1

െ2ݕݓ
݅

െ2ݕܹ
ൡ

1

௬ିଶܫ
௬ିଵ,௠ 

 

 上式より、連鎖ＣＰＩの前年同月比の寄与度は、指数の継ぎ目となる12月を境に、①前

年 12 月を基準とした前年 12 月から当年当月までの変化（上式第１項）と、②前々年 12

月を基準とした前年当月から前年 12 月までの変化（上式第２項）、の加重和として求めら

れることがわかる（図２）。 

 以上のように、連鎖ラス指数における加法整合性の非成立は、指数の扱いや分析を煩雑

にする側面があるものの、指数の分析を不可能にするほど深刻な課題ではない。 

                             
18 消費者物価指数の公式系列に連鎖ラス指数を用いているイギリスの消費者物価マニュア

ル（Office for National Statistics(2010)）を参考に算出した。また、Brunetti(2010)

においても、同様の寄与度分解の方法が紹介されている。 
19 ここで紹介した寄与度分解の方法は、2010 年基準の連鎖ＣＰＩに即している。2005 年基

準の連鎖ＣＰＩでは、価格指数の基準に前年の年平均価格が用いられ、連環指数には年平

均連環指数が用いられている。このため、2005 年基準の連鎖ＣＰＩの前年同月比の寄与度

分解を行うには、式内の 12 月の価格指数の部分を年平均価格指数に、12 月の連環指数の部

分を年平均連環指数に、それぞれ置き換える必要がある。 
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3-4 ドリフトの発生 

連鎖ラス指数は、固定ラス指数の上方バイアスを解消し得る指数となっている。しかし

その一方、連鎖ラス指数は却って固定ラス指数よりも上方に乖離（ドリフト）する傾向が

あるとの指摘が古くからなされ、議論がされている20。そこで、本項と次節では、この連鎖

ラス指数のドリフトについて検討する。 

まず、本論では、連鎖ラス指数のドリフトを「連鎖ラス指数が固定ラス指数の上方に位

置すること」と定義する。また、固定ラス指数が連鎖ラス指数より上方に位置している状

態を「固定ラス指数に上方バイアスが生じている」と呼ぶ。つまり、連鎖ラス指数をより

真の物価に近い指数と見做し、これを基準として固定ラス指数が乖離した状態をバイアス

と定義する。これは、3-1 で確認したとおり、連鎖ラス指数においては、指数算式上、固定

ラス指数に見られるバイアスが解消されていると期待されるからである。このような見方

に立てば、連鎖ラス指数の上方ドリフトも、連鎖ラス指数が固定ラス指数の上方に乖離し

ているのではなく、固定ラス指数に下方バイアスが生じていると見るべきかもしれない。

しかし、図１に示したとおり、固定ラス指数には明らかな上方バイアスの傾向があり、ま

た、固定ラス指数が、いわゆる「生計費指数(cost of living index)」21より常に大きな値

を示すこと22を考え合わせると、やはり、連鎖ラス指数の上方ドリフトは好ましい性質では

ないと考えるべきである。従って、以下の議論は、連鎖ラス指数は固定ラス指数のバイア

スを解消し得る指数ではあるが、ドリフトについては好ましい性質ではないという考えに

立って展開される。 

連鎖ラス指数にドリフトが生じ得ることを簡単な数値例で確認しておく（図３）。財Ａと

財Ｂの２種類の財から物価指数を算出する場合を考える。財Ａの価格は期間を通じて 100

のまま一定とし、消費量は５のまま一定とする。他方、財Ｂの価格は 100 と 50 の間で上昇・

下落を繰り返し、それに伴い消費量も５と 10 の間で下落・上昇を繰り返すとする。また、

財Ａ、財Ｂともに、ウェイト（支出額＝価格×消費量）は期間を通じて 500 で一定とする。 

以上の想定の下で求めた固定ラス指数と連鎖ラス指数を図３に示す。これより、財Ｂの

価格が上昇と下落を繰り返すに従って、連鎖ラス指数が固定ラス指数の上方に乖離してい

くことがわかる。また、基準時点と同じ状態（財Ａの価格 100、消費量５、財Ｂの価格 100、

消費量５）に戻った第４期について見ると、固定ラス指数が基準時点と同じ１を示すのに

対して、連鎖ラス指数は基準時点より大きな 1.27 を示している。同じ状態では指数が同じ

値を示すことを期待すれば、連鎖ラス指数が上方に乖離していると見ることができる。こ

のように、財の価格が上昇と下落を繰り返す場合、連鎖ラス指数に上方ドリフトが生じる

                             
20 アレン(1977)、森田(1989)など。なお、これらでは、理論的・実証的な裏付けが薄弱で

あるとして、連鎖ラス指数のドリフトには否定的な見解を示している。 
21 基準時点の効用と同水準の効用を実現するために要する最小費用の変化を指数化したも

のを「生計費指数」と言う。生計費指数は、ＣＰＩのバイアスを計測する際の主要な基準

と考えられている(Moulton(1996)、ILO(2004)Ch.11)。 
22ラスパイレス指数では各品目の消費数量の組み合わせが基準時点に固定されるため、（偶

然の場合を除いて）基準時点と同水準の効用を実現するための最適な消費組合せとはなら

ない。このため、ラスパイレス指数における比較時点の支出額は最小費用よりも過大とな

り、「ラスパイレス指数≧生計費指数」という関係が成り立つ（白塚(1998)）。 
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ことが確認できる。 

以下では、連鎖ラス指数で上方ドリフトが生じる条件を導く23。 

連鎖ラス指数と固定ラス指数の前期比変化率を比べたとき、「連鎖ラス指数の前期比変化

率＞固定ラス指数の前期比変化率」という状態が続けば、連鎖ラス指数は固定ラス指数に

対して上方に乖離していく。そこで式 3-2 から式 2-3 を引くと、以下の関係が得られる。 

 

0ܫ̅
ݐ െ 0ܫ̅

െ1ݐ

0ܫ̅
െ1ݐ െ

଴ܫ
௧ െ ଴ܫ

௧ିଵ

଴ܫ
௧ିଵ ൌ෍

൫ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ൯

௧ܲିଵ
௜ ∙

െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

݊

݅ൌ1

െ෍
൫ ௧ܲ

௜ െ ௧ܲିଵ
௜ ൯

଴ܫ
௧ିଵ ∙

௡

௜ୀଵ

଴ݓ
௜

଴ܹ
 

	        	 ൌ ෍൫ ௧ܲ
௜ െ ௧ܲିଵ

௜ ൯ ቆ
1

௧ܲିଵ
௜ ∙

െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ
െ

1

଴ܫ
௧ିଵ ∙

଴ݓ
௜

଴ܹ
ቇ

݊

݅ൌ1

 

 

連鎖ラス指数に上方ドリフトが生じるのは、式 3-3 が正の値を示す状態が続く場合であ

る。それは即ち、指数を構成する品目の多くで以下の条件のいずれかが成り立つ状態が続

く場合である。 

 

＜条件１＞ 

௧ܲ
௜ ൐ ௧ܲିଵ

௜  かつ 
െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

଴ݓ
௜

଴ܹ
൘ ൐ ௧ܲିଵ

௜

଴ܫ
௧ିଵ 

＜条件２＞ 

௧ܲ
௜ ൏ ௧ܲିଵ

௜  かつ 
െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ

଴ݓ
௜

଴ܹ
൘ ൏ ௧ܲିଵ

௜

଴ܫ
௧ିଵ 

 

 これらの条件のうち、最初の関係式は、当該品目の価格指数が前期から今期にかけて上

昇局面（ ௧ܲ
௜ ൐ ௧ܲିଵ

௜ ）にあるのか、下落局面（ ௧ܲ
௜ ൏ ௧ܲିଵ

௜ ）にあるのかを示している。 

 また、２つ目の関係式は、当該品目におけるウェイトの更新の効果（
௪೟షభ
೔

ௐ೟షభ

0ݓ
݅

ܹ0
൘ ）と価格指

数の基準の更新の効果（ܲݐെ1
݅ 0ܫ

െ1ൗݐ ）の相対的な関係を示している。 

 ここで、単純化のため、①価格指数要因によるバイアスがない場合（ܲݐെ1
݅ 0ܫ

െ1ൗݐ ൌ 1）と、

②ウェイト要因によるバイアスがない場合（
௪೟షభ
೔

ௐ೟షభ

0ݓ
݅

ܹ0
൘ ൌ 1）に分けて考える。 

 まず、前者(①)の場合、条件１・条件２は以下のとおり書き変えることができる。 

 

 

 

                             
23 ここでは、ドリフトの短期的な発生条件を論じる。長期的な傾向については、例えばア

レン(1977)で論じられている。 

（式 3-3） 
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＜条件１'＞ 

௧ܲ
௜ ൐ ௧ܲିଵ

௜  かつ 
െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ
൐
଴ݓ
௜

଴ܹ
 

＜条件２'＞ 

௧ܲ
௜ ൏ ௧ܲିଵ

௜  かつ 
െ1ݐݓ
݅

െ1ݐܹ
൏
଴ݓ
௜

଴ܹ
 

 

条件１'は、品目ｉの価格指数の上昇局面において、品目ｉの前期ウェイト（ݓ௧ିଵ
௜

௧ܹିଵ⁄ ）

が基準時ウェイト（ݓ଴
௜

଴ܹ⁄ ）よりも高まっている場合を指している。この場合、前期ウ

ェイトを用いる連鎖ラス指数では、基準時ウェイトを用いる固定ラス指数よりも価格指

数の上昇が大きく評価され、連鎖ラス指数に上方ドリフトが生じることとなる。 

また、条件２'は、品目ｉの価格指数の下落局面において、品目ｉの前期ウェイト

௧ିଵݓ）
௜

௧ܹିଵ⁄ ）が基準時ウェイト（ݓ଴
௜

଴ܹ⁄ ）よりも低下している場合を指している。こ

の場合、連鎖ラス指数では価格指数の低下が固定ラス指数よりも小さく評価され、連鎖

ラス指数に上方ドリフトが生じることとなる。 

このように、連鎖ラス指数では、ウェイトが毎期更新されることで、価格指数の上昇（下

落）が固定ラス指数よりも却って大きく（小さく）評価されることがあり、そのような場

合に連鎖ラス指数に上方ドリフトが生じる。 

 また、後者(②)の場合、条件１・条件２は以下のとおり書き変えることができる。 

 

＜条件１”＞ 

௧ܲ
௜ ൐ ௧ܲିଵ

௜  かつ ௧ܲିଵ
௜ ൏ ଴ܫ

௧ିଵ 

 

＜条件２”＞ 

௧ܲ
௜ ൏ ௧ܲିଵ

௜  かつ ௧ܲିଵ
௜ ൐ ଴ܫ

௧ିଵ 

 

条件１”は、品目ｉの価格指数の上昇局面において、品目ｉの前期の価格指数 ௧ܲିଵ
௜ が

総合指数ܫ଴
௧ିଵよりも小さい場合を指している。この場合、 ௧ܲିଵ

௜ を基準（分母）として価

格指数の変化を評価する連鎖ラス指数では、ܫ଴
௧ିଵを基準（分母）として評価する固定ラス

指数よりも価格指数の上昇が大きく評価され、連鎖ラス指数に上方ドリフトが生じることと

なる。 

また、条件２”は、品目ｉの価格指数の下落局面において、品目ｉの前期の価格指数 ௧ܲିଵ
௜ が

総合指数ܫ଴
௧ିଵよりも大きい場合を指している。この場合、連鎖ラス指数では価格指数の低

下が固定ラス指数よりも小さく評価され、連鎖ラス指数に上方ドリフトが生じることとなる。 

このように、連鎖ラス指数では、価格指数の基準が毎期更新されることで、価格指数の

上昇（下落）が固定ラス指数よりも却って大きく（小さく）評価されることがあり、その

ような場合に連鎖ラス指数の上方ドリフトは生じる。条件１”は価格が下落から上昇に転

じた場合に生じやすく、条件２”は価格が上昇から下落に転じた場合に生じやすいことか

ら、先の数値例で見たとおり、価格が上昇と下落を繰り返す場合に連鎖ラス指数は固定ラ
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ス指数に対して上方にドリフトしやすいことがわかる24。 

以上のように、連鎖ラス指数のドリフトは、ウェイトと価格指数の基準の更新によって、

価格指数の上昇（下落）が固定ラス指数よりも却って大きく（小さく）指数化されること

によって生じることがわかる。ただし、上記の条件が整えばドリフトは生じるが、そのよ

うな条件が実際に整いやすいか否かはデータに問うべきものである。そこで次節では、Ｃ

ＰＩの実データを用いて、連鎖ＣＰＩに実際にドリフトが見られるか、見られるとしたら

それがどの程度深刻な問題かといった点を検証する。 

 

４．連鎖基準方式による消費者物価指数におけるドリフトの検証 

前節では、連鎖ラス指数の指数算式を紹介するとともに、連鎖ラス指数は固定ラス指数

に対して上方にドリフトし得ることを確認した。本節では、実際の連鎖ＣＰＩのデータを

用いて、このドリフトの問題を検証する。 

連鎖ラス指数を用いた連鎖ＣＰＩは、2005 年基準から、生鮮食品を除く総合（以下「連

鎖コア」）の系列について月次の中分類指数が公表されている。まず、図４(1)に固定ＣＰ

Ｉによるコア（以下「固定コア」）と連鎖コアを示す。これより、全期間を通じて固定コア

が連鎖コアに対して上方に位置しており、固定コアに上方バイアスが生じていること（言

い換えれば、連鎖コアでは固定コアの上方バイアスが解消されていること）が確認でき、

連鎖コアに上方ドリフトは見られないことがわかる。 

また、図４(2)に大分類ごとの連鎖ＣＰＩと固定ＣＰＩを示す。これより、各分類を概ね

以下の４つに整理することができる。 

【① 固定ＣＰＩが連鎖ＣＰＩに対して上方に乖離していく類】 

大分類の「家具・家事用品」、「教養娯楽」がこれに当たる。これらの類では、基準年か

ら離れるに従って固定ＣＰＩに大きな上方バイアスが生じており、連鎖ＣＰＩに上方ドリ

フトは見られない。 

【② 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対してほぼ重なるか若干下に位置する類】 

大分類の「生鮮除く食料」、「住居」、「被服及び履物」、「諸雑費」がこれに当たる。これ

らの類では、固定ＣＰＩにわずかな上方バイアスが見られ、連鎖ＣＰＩに上方ドリフトは

見られない。 

【③ 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対して部分的に上方に位置する類】 

大分類の「光熱・水道」、「交通・通信」、「教育」がこれに当たる。これらの類では、部

分的に連鎖ＣＰＩに上方ドリフトが生じている。 

【④ 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対して恒常的に上方に位置する類】 

大分類の「保健医療」がこれに当たる。この項目では、恒常的に連鎖ＣＰＩに上方ドリ

フトが生じている。ただし、指数にして最大 0.2 程度の上振れであり、絶対値として乖離

幅は大きくない。 

以上より、次の２点がわかる。 

                             
24 先の数値例では、２期と４期に財Ｂで条件１”が整ったため連鎖ラス指数にドリフトが

生じた（図３参照）。 
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まず、固定ＣＰＩの上方バイアスは、価格指数の低下が激しい白物家電やテレビ、パソ

コンなどの耐久消費財を含む「家具・家事用品」、「教養娯楽」の類で非常に大きいが、そ

れ以外の項目では部分的に見られるにとどまることがわかる。 

また、連鎖ＣＰＩの上方ドリフトは、価格指数の変動が激しい「保健医療」の類で恒常

的に見られる他は、原油価格が急落した 2009 年の「光熱・水道」、「交通・通信」25の類及

び高校授業料が無償化された 2010 年の「教育」で部分的に見られるにとどまり、それ以外

の類では見られないことがわかる。 

これらの点を詳しく見るため、コア及び各大分類指数について、固定ＣＰＩと連鎖ＣＰ

Ｉの乖離を、2-2 と同様の方法を用いて「ウェイト要因」と「価格指数要因」に分解した。

即ち、(Ａ)固定ＣＰＩの前年同月比寄与度、(Ｂ)連鎖ＣＰＩの前年同月比寄与度、(Ｃ)ウ

ェイトを基準時に固定した連鎖ＣＰＩの前年同月比寄与度、の３系列を用い、「ウェイト要

因＝(Ｃ)－(Ｂ)」、「価格指数要因＝(Ａ)－(Ｃ)」として求めた（表３）26。これより、ウェ

イト要因がプラスとなれば、固定ＣＰＩにウェイト要因による上方バイアスが生じている

ことを意味し、逆にマイナスになれば、連鎖ＣＰＩでウェイトが更新されたことによる上

方ドリフトが生じていることを意味する。また、価格指数要因がプラスとなれば、固定Ｃ

ＰＩに価格指数要因による上方バイアスが生じていることを意味し、逆にマイナスになれ

ば、連鎖ＣＰＩで価格指数の基準が更新されたことによる上方ドリフトが生じていること

を意味する。 

まず、図５(1)にコアの分析結果を示す。これより、固定コアの上方バイアスは主として

価格指数要因によること（言い換えれば、連鎖コアにおけるバイアスの解消は、価格指数

の基準の更新による効果が大きいこと）がわかる。また、2008 年にはウェイトの更新に起

因して、2009 年には価格指数の基準の更新に起因して、それぞれ連鎖コアに若干の上方ド

リフトが生じており、ウェイトの更新・価格指数の基準の更新が却って連鎖コアを押し上

げる方向に作用する場合があることが確認できる。しかしながら、それらはいずれも固定

コアの上方バイアスを打ち消すほどの大きさではなく、全体としては常に固定コアが連鎖

コアの上方に位置している。 

また、図５(2)に各大分類指数の分析結果を示す。これより、以下の３点がわかる。 

第１に、「家具・家事用品」、「教養娯楽」の固定ＣＰＩに見られた大きな上方バイアスは、

価格指数要因によるバイアスが年々拡大することによる部分が大きいことがわかる。これ

は、2-2 で確認したとおり、耐久消費財を多く含むこれらの類では、基準年から離れるに従

って価格指数の水準が著しく低下することによる。裏返せば、価格指数の基準が毎年更新

される連鎖ＣＰＩでは、価格指数要因によるバイアスが解消されていることがわかる。 

第２に、2009 年の「光熱・水道」、「交通・通信」で見られた連鎖ＣＰＩの一時的な上方

ドリフトは、ともに価格指数の基準の更新に起因することがわかる。これは、3-4 で示した

ドリフトの発生条件に即して言えば、（ウェイト要因を無視すれば）条件２”に当たる状態

が生じたこと（即ち、2008 年から 2009 年にかけての価格指数の下落局面において、2008

                             
25 「交通・通信」の類には、ガソリンが含まれる。 
26 日本銀行調査統計局(2002)において、連鎖方式による国内企業物価指数について類似の

分析を行っている。 
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年時点の価格指数が総合指数よりも高かったこと）による。具体的に言えば、2008 年から

2009 年にかけての価格指数の下落が、固定ＣＰＩでは 2008 年の総合指数を基準（分母）と

して評価されるのに対して、連鎖ＣＰＩでは 2008 年の価格指数を基準（分母）として評価

されるため、固定ＣＰＩより連鎖ＣＰＩで分母が大きくなり、連鎖ＣＰＩにおいて価格指

数の下落が相対的に小さく評価されたことによる。他方、同じ時期のウェイト要因を見る

と、固定ＣＰＩを押し上げる方向に作用し、価格指数要因による連鎖ＣＰＩの上方ドリフ

トをある程度相殺している。しかしながら、価格指数要因の方が大きかったため、全体と

しては一時的に連鎖ＣＰＩに上方ドリフトが生じる結果となった。 

第３に、「保健医療」で見られた連鎖ラス指数の恒常的な上方ドリフトは、ウェイトの更

新に起因することがわかる。例えば、2009 年の上方ドリフトについて先の条件に即して言

えば、（価格指数要因を無視すれば）条件２'に当たる状態が生じたこと（即ち、2008 年か

ら 2009 年にかけての価格指数の下落局面において、2008 年時点のウェイトが基準時点のウ

ェイトより小さかったこと）による。具体的に言えば、2008 年から 2009 年にかけての価格

指数の下落が、固定ＣＰＩでは基準時のウェイトで評価されるのに対して、連鎖ＣＰＩで

は 2008 年のウェイトで評価されるため、「2008 年ウェイト＜基準時ウェイト」という状況

下で、連鎖ＣＰＩにおける価格指数の下落が相対的に小さく評価されたことによる。もっ

とも、「保健医療」の上方ドリフトは、対コア寄与度にして最大でも 0.01 に満たず、総合

指数への影響はほとんど無視し得る程度にとどまる27。 

さらに、以上の大分類ごとの上方バイアス・上方ドリフトがコアに与える影響を見るた

め、固定コア・連鎖コアについて寄与度分解を行った（図６(1)(2)）。また、前者から後者

を差し引き、上方バイアスと上方ドリフトの大小関係を比較した（図６(3)）。図６(3)にお

いて、前年同月比寄与度がプラスの方向に出ていれば当該分類が固定コアに上方バイアス

                             
27 他の特徴的な結果としては、「教育」において、2011 年に固定ＣＰＩで価格指数要因によ

る大きなバイアスが計測されていることが挙げられる。これは、固定ＣＰＩにバイアスが

生じたというよりも、連鎖ＣＰＩにおいて、2010 年４月の高校授業料無償化の影響が 2011

年に再度表れたことによる（図４(2)の「教育」参照）。公立高校授業料の価格指数は、2010

年３月から４月にかけて 104.2 から 1.6 に下落した。2005 年基準連鎖ＣＰＩでは、常に前

年平均に対して価格指数が評価されるため、公立高校授業料の価格指数は 2010 年４月時点

で前年平均 104 に対して 1.6 に低下したと評価され、さらに、2011 年１月時点で前年平均

(104.2×3＋1.6×9)÷12=27.3 に対して 1.6 に低下したと再度評価されてしまう。他方、固

定ＣＰＩでは、常に基準年平均 100 に対して価格指数が評価されるため、2010 年４月に 1.6

に低下した後は価格指数は変化していないと評価される。その結果、固定ＣＰＩが不変な

のに対して連鎖ＣＰＩが再度低下し、固定ＣＰＩの方に上方バイアスが生じたと計測され

た。しかし、これは 2005 年基準連鎖ＣＰＩの技術的な問題であり、固定ＣＰＩの上方バイ

アスと捉えるのは適当ではない。もっとも、2005 年基準連鎖ＣＰＩの 2011 年の値は、前々

年の 2009 年ウェイトを用いた暫定値しか公表されておらず、2010 年ウェイトへの更新が行

われていない。仮に 2010 年ウェイトへの更新が行われていれば、ウェイトの低下によって

上述の価格指数低下の効果は相殺され、問題は相当程度軽減されたものと推測される。ま

た、2010 年基準の連鎖ＣＰＩでは、価格指数の基準に前年平均ではなく前年 12 月が採用さ

れている。このため、2010 年基準では、2011 年１月の 1.6 という価格指数は、前年 12 月

の 1.6 と比較され、価格指数は変化していないと評価されることとなり、2005 年基準連鎖

ＣＰＩに見られた上述の問題は生じない。 
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をもたらす方向に寄与しており、逆にマイナスの方向に出ていれば当該分類が連鎖コアに

上方ドリフトをもたらす方向に寄与していると見ることができる。 

図６(3)より、まず、固定コアにおける上方バイアスの主要因は「教養娯楽」、「家具・家

事用品」であり、特に「教養娯楽」の上方バイアスが際だって大きいことがわかる。これ

は、先に図５(2)で見たとおり、耐久消費財を含むこれらの類では価格指数の水準の低下が

著しく、基準年から離れるに従って価格指数要因による固定コアの上方バイアスが拡大す

ることによるものである。 

また、先に確認された、2009 年の「光熱・水道」、「交通・通信」における一時的な上方

ドリフトは、寄与度にすると「教養娯楽」による固定コアの上方バイアスよりも小さく、

連鎖コアを固定コアの上方に押し上げるほどではないことがわかる。加えて、「保健医療」

で見られた恒常的な上方ドリフトも、寄与度にするとコアに対する影響はほとんど見られ

ないことがわかる。 

最後に、「固定基準パーシェ指数」28を指数算式として試算した 2005 年基準コア（以下「固

定パーシェコア」）と、固定ラス指数と固定パーシェ指数の幾何平均により得られる「フィ

ッシャー指数」29を指数算式として試算した 2005 年基準コア（以下「フィッシャーコア」）

を図４(1)に示す。図４(1)より、連鎖(ラス)コアは、上方バイアスを有する固定(ラス)コ

アと下方バイアスを有する固定パーシェコアの中間あたりに位置し、フィッシャーコアに

近い軌道を描いていることがわかる。このことからも、連鎖(ラス)ＣＰＩがバイアスの小

さい指数となっていることがうかがわれる30。 

以上より、本節の検証結果をまとめると、①連鎖ＣＰＩの上方ドリフトは部分的に確認

されるものの、全体としては常に固定ＣＰＩの上方バイアスの方が大きい、②固定ＣＰＩ

の上方バイアスの主要因は耐久消費財を含む「教養娯楽」、「家事・家具用品」における価

格指数水準の低下であり、連鎖ＣＰＩでは価格指数の基準の更新によってこれらのバイア

スが解消されている、③連鎖(ラス)コアを、固定(ラス)コア、固定パーシェコア、フィッ

シャーコアと比較すると、上方バイアスを有する固定(ラス)コアと下方バイアスを有する

固定パーシェコアの中間に位置し、フィッシャーコアに近い軌道を描くことから、連鎖Ｃ

ＰＩはバイアスの小さい指数であることがうかがわれる、と言える。 

 

５．まとめ 

本論では、主としてバイアスの観点から固定ラス指数と連鎖ラス指数の性質を紹介し、固

定ＣＰＩと連鎖ＣＰＩの比較検討を行った。その結果、主に以下の２点が明らかになった。 

                             
28比較時点に固定した数量により価格の変化を指数化する指数算式。固定ラス指数とは逆に

下方バイアスが生じる傾向がある。 
29 形式的な基準に照らしてフィッシャーが「理想算式」と位置付けた指数算式（森田(1989)）。

近年では、「最良指数(superlative index)」の一つとされ、生計費指数を近似していると

されている(Moulton(1996))。 
30 ＩＬＯのＣＰＩマニュアルにおいては、「隣接する二時点に関する価格と数量の値が、よ

り離れた時点の値よりも似通っている＜筆者注：すなわち、価格と数量が上昇と下落を繰

り返すようなことがなく、ドリフトの問題が生じにくい＞のであれば、連鎖指数は基本的

に推奨し得る(Basically, chaining is advisable)」としている(ILO(2004)Ch.15 pp281)。 
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①  連鎖ＣＰＩには、加法整合性が成立しないという問題があるものの、下位分類指数か

ら上位分類指数への統合や、前年同月比の上位分類から下位分類への寄与度分解は可能

であり、指数の分析を不可能にするほど深刻な問題ではない。 

②  連鎖ラス指数には、価格指数が上昇と下落を繰り返した場合などに固定ラス指数より

も上方にドリフトする性質があるが、実際の連鎖ＣＰＩではそのようなドリフトは部分

的に見られるにとどまり、それよりも、耐久消費財の価格指数の低下が続く現在の状況

下では固定ＣＰＩの上方バイアスが大きいため、全体としては常に連鎖ＣＰＩは固定Ｃ

ＰＩのバイアスを解消する方向に位置している。 

 

以上の検討結果を踏まえれば、耐久消費財の価格指数の低下が続く現下の状況では、足

下の物価の動向をより適切に捉えるため、主系列である固定ＣＰＩに加えて、参考指数と

して公表されている連鎖ＣＰＩを重視していくことが適当と考えられる。  
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（参考） 

連鎖ＣＰＩの下位分類から上位分類の算出 

 

連鎖ラス指数を用いた連鎖ＣＰＩでは、系列間の加法整合性が成立しないため、単純に

下位分類指数をウェイトで加重平均しても上位分類指数は得られない（例えば、中分類指

数をウェイトで加重平均しても、大分類指数や総合指数は得られない。）。 

このため、下位分類指数から上位分類指数を求めるには、以下の手順で掛け合わされた

「鎖をほどく」ことが必要となる。以下では、中分類ａ、ｂ、ｃからなる大分類Ｘを考え、

大分類Ｘの連鎖ＣＰＩを中分類ａ、ｂ、ｃの各連鎖ＣＰＩから算出する場合を考える。 

 

０年を基準としたｙ年ｍ月の大分類Ｘの連鎖ＣＰＩをΧത଴
௬,௠

で表し、中分類ａ、ｂ、ｃの

連鎖ＣＰＩをそれぞれΑഥ଴
௬,௠

、Βഥ଴
௬,௠

、Γത଴
௬,௠

で表す。また、ｙ年ｍ月中分類ａ、ｂ、ｃの連環

指数を、それぞれߙ௬ିଵ
௬,௠

௬ିଵߚ、
௬,௠

௬ିଵߛ、
௬,௠

で表す。 

中分類ａの場合、連鎖ＣＰＩは以下により表される。 

 

Αഥ଴
௬,௠ ൌ ଴ߙ

ଵ,ଵଶ ൈ ଵߙ
ଶ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଶߙ

௬ିଵ,ଵଶ ൈ ௬ିଵߙ
௬,௠

 

 

各々、前年 12 月の連鎖ＣＰＩとの比をとることで、個々の連環指数が得られる31。 

 

Αഥ଴
௬,௠

Αഥ଴
௬ିଵ,ଵଶ ൌ

଴ߙ
ଵ,ଵଶ ൈ ଵߙ

ଶ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଶߙ
௬ିଵ,ଵଶ ൈ ௬ିଵߙ

௬,௠

଴ߙ
ଵ,ଵଶ ൈ ଵߙ

ଶ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଶߙ
௬ିଵ,ଵଶ ൌ ௬ିଵߙ

௬,௠
 

Αഥ଴
௬ିଵ,ଵଶ

Αഥ଴
௬ିଶ,ଵଶ ൌ

଴ߙ
ଵ,ଵଶ ൈ ଵߙ

ଶ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଶߙ
௬ିଶ,ଵଶ ൈ ௬ିଶߙ

௬ିଵ,ଵଶ

଴ߙ
ଵ,ଵଶ ൈ ଵߙ

ଶ,ଵଶ ൈ ⋯ൈ ௬ିଶߙ
௬ିଶ,ଵଶ ൌ ௬ିଶߙ

௬ିଵ,ଵଶ
 

   ⋮ 

Αഥ଴
ଶ,ଵଶ

Αഥ଴
ଵ,ଵଶ ൌ

଴ߙ
ଵ,ଵଶ ൈ ଵߙ

ଶ,ଵଶ

଴ߙ
ଵ,ଵଶ ൌ ଵߙ

ଶ,ଵଶ 

 

Αഥ଴
ଵ,ଵଶ ൌ ଴ߙ

ଵ,ଵଶ 

 

 

式１と同様の計算により、中分類ｂ、ｃについても個々の連環指数が得られる。 

 

                             
31 ここで行った方法は、2010 年基準の連鎖ＣＰＩに対応している。2005 年基準の連鎖ＣＰ

Ｉは、前年までの年平均連環指数を掛け合わせたものに当年当月の連環指数を掛けて算出

されるため、個々の連環指数を得るには、前年 12 月の連環指数ではなく、前年の年平均連

環指数との比をとる必要がある。 

…式１ 
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ｙ年ｍ月の大分類Ｘの連環指数を߯௬ିଵ
௬,௠

で表し、ｙ年の中分類ａ、ｂ、ｃのウェイトをそ

れぞれݓ௬ఈ、ݓ௬
ఉ
௬ݓ、

ఊ
で表すと、以下の関係が成り立つ。 

 

߯௬ିଵ
௬,௠ ൌ

௬ିଵߙ
௬,௠ ൈ െ1ݕݓ

ߙ ൅ ௬ିଵߚ
௬,௠ ൈ െ1ݕݓ

ߚ ൅ ௬ିଵߛ
௬,௠ ൈ െ1ݕݓ

ߛ

െ1ݕݓ
ߙ ൅ െ1ݕݓ

ߚ ൅ െ1ݕݓ
ߛ  

 

式１の関係より得られた個々の連環指数を式２に代入することにより、中分類ａ、ｂ、

ｃの連鎖ＣＰＩから、大分類Ｘの個々の連環指数が得られる。 

 

߯௬ିଵ
௬,௠ ൌ

Αഥ଴
௬,௠ Αഥ଴

௬ିଵ,ଵଶൗ ൈ െ1ݕݓ
ߙ ൅ Βഥ଴

௬,௠ Βഥ଴
௬ିଵ,ଵଶൗ ൈ െ1ݕݓ

ߚ ൅ Γത଴
௬,௠ Γത଴

௬ିଵ,ଵଶൗ ൈ െ1ݕݓ
ߛ

െ1ݕݓ
ߙ ൅ െ1ݕݓ

ߚ ൅ െ1ݕݓ
ߛ  

߯௬ିଶ
௬ିଵ,ଵଶ ൌ

Αഥ଴
௬ିଵ,ଵଶ Αഥ଴

௬ିଶ,ଵଶൗ ൈ െ2ݕݓ
ߙ ൅ Βഥ଴

௬ିଵ,ଵଶ Βഥ଴
௬ିଶ,ଵଶൗ ൈ െ2ݕݓ

ߚ ൅ Γത଴
௬ିଵ,ଵଶ Γത଴

௬ିଶ,ଵଶൗ ൈ െ2ݕݓ
ߛ

െ2ݕݓ
ߙ ൅ െ2ݕݓ

ߚ ൅ െ2ݕݓ
ߛ  

   ⋮ 

߯ଵ
ଶ,ଵଶ ൌ

Αഥ଴
ଶ,ଵଶ Αഥ଴

ଵ,ଵଶൗ ൈ 1ݓ
ߙ ൅ Βഥ଴

ଶ,ଵଶ Βഥ଴
ଵ,ଵଶൗ ൈ 1ݓ

ߚ ൅ Γത଴
ଶ,ଵଶ Γത଴

ଵ,ଵଶൗ ൈ 1ݓ
ߛ

1ݓ
ߙ ൅ 1ݓ

ߚ ൅ 1ݓ
ߛ  

 

߯଴
ଵ,ଵଶ ൌ

Αഥ଴
ଵ,ଵଶ ൈ 0ݓ

ߙ ൅ Βഥ଴
ଵ,ଵଶ ൈ 0ݓ

ߚ ൅ Γത଴
ଵ,ଵଶ ൈ 0ݓ

ߛ

0ݓ
ߙ ൅ 0ݓ

ߚ ൅ 0ݓ
ߛ  

 

こうして得られた個々の連環指数を順に掛け合わせることで、ｙ年ｍ月の大分類Ｘの連

鎖ＣＰＩを算出することができる。 

 

Χത଴
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図１ 2005 年基準ＣＰＩと 2010 年基準ＣＰＩ（コア・コアコア）の比較 
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（備考）総務省「消費者物価指数」より作成。「石油製品、その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品
を除く総合」（コア）から、特殊要因として、石油製品、電気代、都市ガス代、米類、切り花、鶏卵、固定電話
通信料、診療代、介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。 
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表１ ウェイト要因と価格指数要因の算出方法 

 

 バイアス 

ウェイト要因 価格指数要因 

(Ａ) 2005 年基準 CPI あり あり 

(Ｂ) 2010 年基準 CPI なし なし 

(Ｃ) 2005年ウェイト2010年基準CPI あり なし 

 

ウェイト要因＝(Ｃ)－(Ｂ) 

価格指数要因＝(Ａ)－(Ｃ) 

バイアス＝ウェイト要因＋価格指数要因＝｛(Ｃ)－(Ｂ)｝＋｛(Ａ)－(Ｃ)｝＝(Ａ)－(Ｂ) 

 

表２ 2005 年基準ＣＰＩにおける上方バイアスの分析結果 

(1) コア・コアコア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 品目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年同月比(％pt) ウェイト要因(％pt) 価格指数要因(％pt) 前年同月比(％pt) ウェイト要因(％pt) 価格指数要因(％pt)

2011 1 0.58 -1.03 1.61 0.73 0.27 0.46

2 0.55 -1.04 1.59 0.71 0.26 0.45

3 0.59 -1.02 1.61 0.73 0.28 0.45

4 0.86 0.39 0.47 0.79 0.37 0.41

5 0.73 0.32 0.41 0.67 0.30 0.38

6 0.66 0.31 0.36 0.61 0.29 0.32

　バイアス（2005年基準－2010年基準） 　バイアス（2005年基準－2010年基準）

生鮮食品を除く総合（コア）
生鮮食品、石油製品及びその他特殊要因を除く総合

（コアコア）

＜2011年１月における前年同月比寄与度（対コア）＞

■　上方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

テレビ -0.03 -0.30 0.27 0.18 0.09 18.7 84.2 37 97

たばこ（国産品） 0.21 0.12 0.10 0.06 0.04 152.1 126.8 48 32

携帯電話機 -0.01 -0.08 0.07 0.07 0.00 92.5 94.7 4 54

ビデオレコーダー -0.02 -0.07 0.05 0.01 0.04 21.5 70.6 10 13

パソコン（ノート型） -0.01 -0.05 0.04 0.00 0.05 10.6 84.2 21 20

パソコン（デスクトップ型） -0.01 -0.05 0.03 -0.02 0.05 17.0 76.2 13 10

ルームエアコン -0.02 -0.04 0.03 0.02 0.01 60.7 91.6 20 36

灯油 0.12 0.09 0.03 0.01 0.02 135.7 109.2 53 50

電気冷蔵庫 -0.02 -0.05 0.03 0.01 0.02 47.3 93.4 17 21

女児スカート 0.00 -0.02 0.02 0.01 0.02 106.0 88.1 6 10

■　下方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

公立高校授業料 -0.42 -0.26 -0.15 -1.24 1.09 1.6 5.9 38 7

私立高校授業料 -0.11 -0.05 -0.06 -0.09 0.03 76.8 91.7 41 16

持家の帰属家賃 -0.08 -0.03 -0.05 0.00 -0.05 98.9 99.9 1422 1558

外国パック旅行 0.07 0.09 -0.02 0.00 -0.02 101.4 96.2 51 52

宿泊料 0.00 0.01 -0.02 0.00 -0.01 95.3 98.1 89 107

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト
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＜2011年２月における前年同月比寄与度（対コア）＞

■　上方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

テレビ -0.03 -0.33 0.30 0.20 0.10 17.8 79.5 37 97

たばこ（国産品） 0.21 0.12 0.10 0.06 0.04 152.1 126.8 48 32

ビデオレコーダー -0.02 -0.07 0.06 0.01 0.04 19.5 64.6 10 13

携帯電話機 -0.01 -0.06 0.05 0.05 0.00 92.3 96.7 4 54

パソコン（ノート型） -0.01 -0.05 0.04 0.00 0.05 10.8 86.3 21 20

電気冷蔵庫 -0.02 -0.05 0.03 0.01 0.02 46.3 90.7 17 21

パソコン（デスクトップ型） -0.01 -0.05 0.03 -0.02 0.05 16.3 73.0 13 10

灯油 0.11 0.09 0.03 0.01 0.02 140.4 113.2 53 50

ルームエアコン -0.01 -0.04 0.03 0.02 0.01 63.0 94.5 20 36

自動車保険料（任意） -0.04 -0.06 0.02 0.01 0.01 95.5 97.6 140 168

■　下方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

公立高校授業料 -0.42 -0.26 -0.15 -1.24 1.09 1.6 5.9 38 7

私立高校授業料 -0.11 -0.05 -0.06 -0.09 0.03 76.8 91.7 41 16

持家の帰属家賃 -0.07 -0.03 -0.04 0.00 -0.04 98.9 99.9 1422 1558

外国パック旅行 0.06 0.09 -0.03 0.00 -0.03 103.8 100.4 51 52

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

＜2011年３月における前年同月比寄与度（対コア）＞

■　上方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

テレビ -0.03 -0.35 0.32 0.22 0.10 16.8 75.2 37 97

たばこ（国産品） 0.21 0.12 0.10 0.06 0.04 152.1 126.8 48 32

ビデオレコーダー -0.02 -0.07 0.05 0.01 0.04 18.2 60.2 10 13

パソコン（ノート型） -0.01 -0.05 0.04 0.00 0.05 10.6 84.4 21 20

灯油 0.16 0.12 0.04 0.01 0.03 148.2 119.0 53 50

電気冷蔵庫 -0.02 -0.06 0.04 0.01 0.02 44.3 85.7 17 21

パソコン（デスクトップ型） -0.01 -0.04 0.03 -0.01 0.04 15.2 68.3 13 10

自動車保険料（任意） -0.04 -0.06 0.02 0.01 0.01 95.5 97.6 140 168

携帯電話機 -0.01 -0.03 0.02 0.03 0.00 92.1 99.6 4 54

ルームエアコン -0.01 -0.03 0.02 0.01 0.01 65.0 97.2 20 36

■　下方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

公立高校授業料 -0.41 -0.26 -0.15 -1.24 1.09 1.6 5.9 38 7

私立高校授業料 -0.11 -0.05 -0.06 -0.09 0.03 76.8 91.7 41 16

持家の帰属家賃 -0.06 -0.03 -0.02 0.00 -0.03 98.9 99.8 1422 1558

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

＜2011年４月における前年同月比寄与度（対コア）＞

■　上方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

テレビ -0.04 -0.47 0.43 0.29 0.14 15.5 69.3 37 97

たばこ（国産品） 0.21 0.12 0.10 0.06 0.04 152.1 126.8 48 32

ビデオレコーダー -0.02 -0.07 0.05 0.01 0.04 18.0 59.4 10 13

パソコン（ノート型） -0.01 -0.05 0.05 0.00 0.05 10.0 80.0 21 20

灯油 0.18 0.13 0.05 0.01 0.04 153.6 123.6 53 50

電気冷蔵庫 -0.02 -0.06 0.04 0.01 0.03 41.6 80.5 17 21

パソコン（デスクトップ型） -0.01 -0.05 0.03 -0.02 0.05 14.5 65.0 13 10

自動車保険料（任意） -0.05 -0.08 0.03 0.01 0.02 94.8 96.6 140 168

ルームエアコン -0.01 -0.04 0.03 0.02 0.01 66.3 99.4 20 36

携帯電話機 -0.01 -0.03 0.02 0.02 0.00 92.2 99.6 4 54

■　下方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

持家の帰属家賃 -0.07 -0.03 -0.04 0.00 -0.04 98.8 99.8 1422 1558

外国パック旅行 0.06 0.08 -0.02 0.00 -0.02 115.8 109.6 51 52

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト



25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 連鎖ＣＰＩの前年同月比寄与度分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 y-1 年   y-2 年   y 年  

12 月 ｍ月 12 月 ｍ月 

第１項 第２項 

※ 第１項･･･前年 12 月を基準とした前年 12 月から当年ｍ月までの変化 

※ 第２項･･･前々年 12 月を基準とした前年ｍ月から前年 12 月までの変化 

(備考)１．表中の網掛けの品目は、2010 年基準への改定の際にモデル式の変更の影響が見られた品目。 
   ２．表中の品目の名称は、2010 年基準の名称に統一している。 

＜2011年５月における前年同月比寄与度（対コア）＞

■　上方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

テレビ -0.04 -0.42 0.38 0.26 0.12 15.7 70.7 37 97

たばこ（国産品） 0.21 0.12 0.10 0.06 0.04 152.1 126.8 48 32

パソコン（ノート型） -0.01 -0.05 0.05 0.00 0.05 9.7 76.9 21 20

ビデオレコーダー -0.01 -0.05 0.04 0.01 0.03 21.2 70.3 10 13

灯油 0.14 0.11 0.04 0.01 0.03 155.5 125.2 53 50

電気冷蔵庫 -0.02 -0.06 0.03 0.01 0.02 40.1 78.1 17 21

パソコン（デスクトップ型） -0.01 -0.05 0.03 -0.02 0.05 13.3 59.8 13 10

自動車保険料（任意） -0.05 -0.08 0.03 0.01 0.02 94.8 96.6 140 168

ルームエアコン -0.01 -0.04 0.02 0.02 0.01 65.4 98.1 20 36

カメラ 0.00 -0.02 0.02 0.00 0.02 12.6 73.6 8 7

■　下方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

持家の帰属家賃 -0.05 -0.02 -0.04 0.00 -0.04 98.9 99.9 1422 1558

外国パック旅行 0.04 0.07 -0.02 0.00 -0.02 116.6 112.1 51 52

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

＜2011年６月における前年同月比寄与度（対コア）＞

■　上方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

テレビ -0.03 -0.36 0.33 0.22 0.11 15.9 71.5 37 97

たばこ（国産品） 0.21 0.12 0.10 0.06 0.04 152.1 126.8 48 32

携帯電話機 -0.01 -0.05 0.04 0.05 -0.01 79.7 91.9 4 54

ビデオレコーダー -0.01 -0.05 0.04 0.01 0.03 18.9 62.8 10 13

パソコン（ノート型） -0.01 -0.04 0.04 0.00 0.04 9.9 79.2 21 20

電気冷蔵庫 -0.02 -0.06 0.03 0.01 0.02 38.2 74.1 17 21

灯油 0.13 0.10 0.03 0.01 0.02 153.1 123.3 53 50

自動車保険料（任意） -0.05 -0.08 0.03 0.01 0.02 94.8 96.6 140 168

パソコン（デスクトップ型） -0.01 -0.04 0.03 -0.01 0.04 13.4 60.1 13 10

ルームエアコン -0.01 -0.03 0.02 0.02 0.01 62.9 94.1 20 36

■　下方バイアスが見られた品目

2005年基準
（Ａ)

2010年基準
（Ｂ）

ウェイト
要因

価格指数
要因

2005年基準 2010年基準 2005年基準 2010年基準

外国パック旅行 0.06 0.09 -0.03 0.00 -0.03 117.3 110.6 51 52

持家の帰属家賃 -0.06 -0.03 -0.02 0.00 -0.03 98.8 99.8 1422 1558

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト

前年同月比寄与度
バイアス
(Ａ)-(Ｂ)

指数 ウェイト
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図３ 連鎖ラス指数のドリフトの数値例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 固定ＣＰＩと連鎖ＣＰＩの比較 

(1) コア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 大分類 

＜① 固定ＣＰＩが連鎖ＣＰＩに対して上方に乖離していく類＞ 
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＜② 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対してほぼ重なるか若干下に位置する類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜③ 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対して部分的に上方に位置する類＞ 
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＜④ 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対して恒常的に上方に位置する類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ ウェイト要因と価格指数要因の算出方法 

 

 バイアス 

ウェイト要因 価格指数要因 

(Ａ) 固定ＣＰＩ あり あり 

(Ｂ) 連鎖ＣＰＩ なし なし 

(Ｃ) ウェイト固定の連鎖ＣＰＩ あり なし 

 

ウェイト要因＝(Ｃ)－(Ｂ) 

価格指数要因＝(Ａ)－(Ｃ) 

バイアス＝ウェイト要因＋価格指数要因＝｛(Ｃ)－(Ｂ)｝＋｛(Ａ)－(Ｃ)｝＝(Ａ)－(Ｂ) 

 

図５ 固定ＣＰＩと連鎖ＣＰＩの乖離の要因分解 

(1)  コア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）総務省「消費者物価指数」より作成。固定パーシェコア、フィッシャーコアは試算値。 
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(2)  大分類 

＜① 固定ＣＰＩが連鎖ＣＰＩに対して上方に乖離していく類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜② 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対してほぼ重なるか若干下に位置する類＞ 
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＜③ 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対して部分的に上方に位置する類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜④ 連鎖ＣＰＩが固定ＣＰＩに対して恒常的に上方に位置する類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）総務省「消費者物価指数」より作成。 
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図６ 固定コアと連鎖コアの寄与度分解 

(1)  固定コア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  連鎖コア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  固定コア－連鎖コア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （備考）総務省「消費者物価指数」より作成。(3)では、2011 年１月～３月の連鎖コアにおける「教育」
の寄与度を異常値と見なし、2010 年 12 月から横置きとした。詳細は本文注 27 参照。 
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